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変化する賃金・雇用制度の下における 

男 女 間 賃 金 格 差 に 関 す る 研 究 会  

報告書（概要） 

 

 

１ 男女間賃金格差の概況と賃金・雇用管理の現状 

（１）男女間賃金格差の概況 

○ 平成 21 年の男女間賃金格差は、女性が男性の 69.8％（正社員に限ると女性

が男性の 72.6％）の水準※。おおむね７割台半ばを上回る先進諸外国の水準と

比較して依然として大きな格差。 

※ 一般労働者の平均所定内給与で比較 

 

○ 女性の賃金カーブは、男性に比べ、年齢による上昇幅が小さく扁平。昭和 60

年から変わらない傾向。 

 

○ 男女間賃金格差の要因は、 

   ① 男女の賃金構造の違い（女性は男性に比べ年齢とともに賃金が上昇しない

こと等） 

 ② 男女の平均勤続年数の差異や、管理職比率の差異 

 

○ 労使トップ層は「管理職比率」「業務難易度」「職種」が要因であるという認

識。 

 

○ 男女間賃金格差の状況があまり改善していない中で、労使トップ層はとも

に男女間賃金格差に対する問題意識が低下。 

 

○ 男女間賃金比を計算したことのない企業が８割に近くに上る。 

 

（２）企業の賃金・雇用管理の現状 

  ① 賃金 

○ 基本給決定方法として、成果をベースにした賃金決定制度を採用する企業

が 3割。評価者研修未実施の企業が３割に上る。 

 

参考資料 
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○ 小規模企業では４割が賃金表を作成していない。 

 

○ 複数の賃金表を採用している場合、雇用コースごとや管理職・非管理職な

どで賃金表を分けている企業が多い。 

 

○ 家族手当、住宅手当を不要とする割合は低下しているが、配偶者手当を不

要とする割合は約４割に上る。 

 

② 雇用管理 

○ 中核的・基幹的職務には男性が多く配置。理由は「適格者数の違い」「時

間的制約」「希望の違い」 

 

○ 同じ中核的・基幹的職務でも男性の方が給与が高い。理由は「役職者数の

違い」「仕事の質」「経験年数」「困難度」 

 

○ 管理職に占める女性の割合は増加傾向だが、今後の見通しは「変わらない」

も７割 

 

○ 大企業ほどコース別雇用管理の導入割合が高い。総合職に占める女性の割

合は約１／４、一般職はほぼ女性とする企業が７割弱。 

 

 

２ 男女間賃金格差の要因 

（１）賃金・雇用管理の制度面 

○ 企業の賃金・雇用管理制度については、制度設計の段階から制度そのものに

性の要素を組み込むことはほとんどない。 

 

○ しかし、配置や昇進、人事評価の基準が曖昧であるなど、制度の整備が不十

分なため、固定的性別役割分担意識や性差別的意識をもって運用されることが

必ずしも排除されない制度設計になっていると、男女間賃金格差の要因とな

る。 

 

○ また、家庭との両立が困難な働き方を前提とした制度設計になっている場合、

家庭責任を持つ労働者が就業を継続することや、基幹的な業務につくことが困

難となり、採用、配置等の面で男女差を生み、男女間賃金格差の要因となる。 
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（２）賃金・雇用管理の運用面 

○ 採用、配置や仕事配分、育成方法を決定し、人事評価や業績評価を行う制

度運用の段階においても、男女労働者間に偏りが生じていると、それらが男

女間の経験や能力の差に、さらには管理職に占める割合の差につながり、男

女間賃金格差の要因となる。 

 

○ 固定的性別役割分担意識や女性よりも男性を優先する意識、家庭責任を持

つ女性労働者への配慮から、男女間で取扱いが異なるものとなってしまう場

合がある。現場の管理職が男女間で異なる取扱いを行っていたとしても、そ

れが問題としてみえにくくなっていると思われる。 

 

３ 男女間賃金格差への対応方策―賃金・雇用管理の見直しの視点 

○ 男女間賃金格差の縮小に向けた対応方策としては、以下の三つの視点から

取り組むことが求められる。 

① 公正・明確かつ客観的な賃金・雇用管理制度の設計とその透明性の確保 

 ＜具体的方策＞ 

・ 賃金表の整備 

 ・ 賃金決定、昇給・昇格の基準の公正性、明確性、透明性の確保 

 ・ どのような属性の労働者にも不公平の生じないような生活手当の見直し 

・ 人事評価基準の公正性、明確性、透明性の確保、評価者研修や複層的評

価の実施、評価結果のフィードバック 

 ・ 出産・育児がハンデにならない評価制度の検討   

② 配置や仕事配分、人材育成等の賃金・雇用管理の運用面における取扱いの

見直し、改善 

 ＜具体的方策＞ 

 ・ 配置、職務の難易度、能力開発機会の与え方、評価において、男女で異

なる取扱いをしていないか、現場レベルでのチェック 

 ・ コース別雇用管理の設定が合理的なものとなっているかどうかの精査、

コースごとの採用、配置について、先入観やこれまでの採用、配置の実績

などにとらわれず均等取扱いを推進 

③ 過去の性差別的な雇用管理や職場に根強く残る固定的な男女の役割分担

意識により事実上生じている格差を解消するための取組 

 ＜具体的方策＞ 

 ・ 女性に対する社内訓練・研修の積極的実施や、基準を満たす労働者のう

ち女性を優先して配置、昇進させる等のポジティブ・アクション 
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４ 賃金格差縮小に向けた労使の取組支援 

○ 全体の男女間賃金格差の縮小は個々の企業の改善により達成されるもので

あり、個々の企業が自らの男女間賃金格差の現状を把握し、生成要因を分析

し、背景にある賃金・雇用管理を見直していくＰＤＣＡのプロセスが必要。 

 

○ 男女間賃金格差解消に向けた労使の自主的な取組のための方策を示した、

平成 15 年のガイドラインの浸透は十分でない。 

 

○ 企業、労使の取組に際して、まずは男女別統計資料の整備、実態把握を行

い、具体的な見直しの議論につなげる必要がある。このため、企業における

実態把握に資すると考えられる男女間賃金格差に関連する賃金・雇用管理に

係る指標を参考例として示す。国においては、これを簡便に利用できるツー

ルを提供し、労使の取組を支援すべきである。 
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報告書（概要）参考資料 
 

※図表番号は報告書本文に対応しているため連番となっていない。 

 

出所： 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
注） １ 男性一般労働者の所定内給与額を100．0としたときの、女性一般労働者の所定内給与額の値

２ 一般労働者とは、短時間労働者以外の労働者をいう。
３ 正社員・正職員とは、事業所において正社員・正職員とする者をいう。

図１ 一般労働者の男女間所定内給与格差の推移

0

 

図３ 一般労働者の所定内給与額の年齢階級間格差の推移

20～24歳層＝100.0とした場合の所定内給与額の年齢階級間賃金格差をみると、女性のピークは45～49歳層
（131.7）であるのに対し、男性では50～54歳層（206.5）であり、男性の方が女性より賃金の上昇する期間が長く、上
昇幅も大きくなっている。

出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
注） １ 「一般労働者」は、常用労働者のうち、「短時間労働者」を除いた者をいう。

２ 「短時間労働者」は、常用労働者のうち、１日の所定内労働時間が一般の労働者よりも短い又は１日の所定労働時間が一般の労働者と同じでも１
週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない労働者をいう。平成16年まで「パートタイム労働者」の名称で調査していたが、定義は同じである。

３ 企業規模10人以上
４ 19歳以下については、昭和60年は「17歳以下」「18～19歳」、平成21年は「19歳以下」という区分である。また、65歳以上については、昭和60年は

「65歳以上」、平成21年は「65～69歳」「70歳以上」という区分である。平成20年調査から、年齢階級は変更になっている。
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表７ 労使アンケート調査
－経営者団体・経営トップ層、労働組合のリーダー・女性役員の

正社員全体の男女間賃金格差とその要因の現状認識

全体 ① 管理職比率
145.5

② 業務難易度
90.9

③ 職種
81.2

③ 勤続年数
81.2

⑤ 転勤
64.2

経営者 ① 管理職比率
129.1

② 業務難易度
89.1

② 職種
89.1

④ 勤続年数
74.5

⑤ 転勤
70.9

組合男性 ① 管理職比率
144.6

② 勤続年数
96.4

③ 業務難易度
78.6

④ 職種
69.6

⑤ 転勤
58.9

組合女性 ① 管理職比率
163.0

② 業務難易度
105.6

③ 職種
85.2

④ 諸手当
79.6

⑤ 勤続年数
72.2

正社員全体の男女間格差の理由

全体 ① 諸手当
56.2

② 業務難易度
41.0

③ 残業
36.5

④ 管理職比率
35.9

⑤ 雇用コース
29.6

経営者 ① 残業
27.8

② 諸手当
15.0

③ 学歴
14.3

③ 雇用コース
14.3

⑤ 業務難易度
12.8

組合男性 ① 雇用コース
46.2

② 諸手当
45.5

③ 管理職比率
44.9

④ 業務難易度
39.5

⑤ 残業
31.3

組合女性 ① 諸手当
90.3

② 業務難易度
70.0

③ 管理職比率
51.0

④ 残業
50.0

⑤ 転勤
44.4

正社員全体の男女間格差の理由のうち、納得できないもの

（注）数値は、理由として「非常に該当すると思う」＝２ポイント、「ある程度該当すると思う」＝１ポイントとし、回答割合に乗じて足しあわせたポイント数

（注）数値は、理由として「全く納得できない」＝２ポイント、「あまり納得できない」＝１ポイントとし、それぞれの回答割合に乗じて足しあわせたポイント数

出所：独立行政法人労働政策研究・研修機構「JILPT調査シリーズNo.52 変化する賃金・雇用制度と男女間賃金格差に関する検討のための基礎調査結果―「企業の
賃金・雇用制度調査」と「労使トップ層意識調査」―」（2009年３月）（以下「労使アンケート調査」については同様）

 

 

図２０ 労使アンケート調査
－経営者団体・経営トップ層、労働組合のリーダー・女性役員の賃金格差の現状認識

図表Ⅲ－２－１　一般的な賃金格差に関する問題意識
（今回調査）
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無回答

％

合計 経営者 労組男性 労組女性

図表Ⅲ－２－１－２　一般的な賃金格差に関する問題意識
（前回調査）
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無回答

％

一般的な賃金格差に関する問題意識（今回調査）

一般的な賃金格差に関する問題意識（前回調査）

　　（注）　前回調査での無回答数は、先の報告書に記載されていない。

図表Ⅲ－２－２　正社員全体の賃金格差に関する認識
（今回調査）
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図表Ⅲ－２－２－２　正社員全体の賃金格差に関する認識
（前回調査）
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わからない 無回答

％

正社員全体の賃金格差に関する認識（今回調査）

正社員全体の賃金格差に関する認識（前回調査）

（注） 「前回調査」とは、平成１４年の「男女間の賃金格差問題に関する研究会」で行ったアンケート調査である。
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図２１ 企業アンケート調査－男女間格差指数の計算の有無

　（注）「男女間格差指数」とは、【女性社員の賃金額】／【男性の賃金額】×100で計算される。

図表Ⅱ－１－４－３　男女間格差指数の計算の有無
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3.0

2.3

5.7
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0.6

0.7
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1,000人以上

定期的に年齢別、勤続年数別など計算・分析することとしている  
定期的に合計のみ計算することとしている  
あらかじめ計算はしていないが、必要に応じて計算することがある
計算したことはない  
　無回答            

男女間格差指数の計算の有無

出所：独立行政法人労働政策研究・研修機構「JILPT調査シリーズNo.52 変化する賃金・雇用制度と男女間賃金格差に関する検討のための基礎調査結果
―「企業の賃金・雇用制度調査」と「労使トップ層意識調査」―」（2009年３月）に掲載（以下「企業アンケート調査」については同様）

 

図２２ 企業アンケート調査－成果主義

図表Ⅱ－１－２－９－１　成果主義賃金の採用状況
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1,000人以上

採用している        
５年ほど前にはあったが今は廃止した      
以前から採用していない                  
　無回答            

図表Ⅱ－１－２－９－２　成果主
（成果主義賃金採用企業

53.2

44.4

62.3

73.2

0% 20% 40% 6

規模計

30～99人

100～999人

1,000人以上

明確な目標を定めて、その達成度に応         

目標は定めず、結果としての業績を評価       

なんともいえない    

　無回答            

① 成果主義賃金の採用状況

図表Ⅱ－１－２－10－１　成果主義による基本
　　　　　　　　　　　給変動の有無
（成果主義賃金採用企業＝100）

57.9

53.3

62.8

67.8

38.8
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34.7
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1,000人以上

変動する            変動しない          　無回答            

図表Ⅱ－１－２－10－２　成果主義による賞与
　　　　　　　　　　変動の有無

（成果主義賃金採用企業＝100）

87.2

83.6

90.4

98.1

5.5

10.3

7.8

0.1
1.8

4.0

6.1

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

規模計

30～99人

100～999人
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変動する            変動しない          　無回答            

② 成果主義による基本給変動の有無
（成果主義賃金採用企業＝100)

③ 成果主義による賞与変動の有無
（成果主義賃金採用企業＝100)
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図表Ⅱ－１－２－11－３　男女の社員間で評価結果の差の有無
（現在成果主義賃金のある企業＝１００）

9.2

11.3

7.5

59.6

55.0

63.6

74.6

19.8

19.3

20.5

20.1

5.5

8.5 4.3

1.90.9

1.5

0.0

1.6

0.6

2.2

4.7

2.0

4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

規模計

30～99人

100～999人

1,000人以上

男性社員の方が高い傾向がみられた        女性社員の方が高い傾向がみられた        

男女の社員間で特段の違いはみられていない なんともいえない    

成果主義賃金の対象に女性社員はいない    　無回答            

　 　
　　　　

図表Ⅱ－１－２－11－２　評価に際しての家庭事情の考慮の状況
（現在成果主義賃金のある企業＝１００）

5.4

5.6

4.4

9.0

8.3

7.1

8.5

16.9

49.0

50.6

48.1

41.7

15.9

14.8

17.4

15.5 15.1

4.4

17.9

17.5

17.5

4.0

1.9

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

規模計

30～99人

100～999人

1,000人以上

まったく考慮しない  あまり考慮しない    

事情によっては考慮する                  常に事情を考慮して評価することとしている

どちらともいえない  　無回答            

　

8

7

.4

8

%

        
      

                  
　             

図表Ⅱ－１－２－９－２　成果主義賃金の概要
（成果主義賃金採用企業＝100）

53.2

44.4

62.3

73.2

27.7

10.0

12.5

7.1

6.2

35.8

31.6

20.1

5.1

7.3

2.8

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

規模計

30～99人

100～999人

1,000人以上

明確な目標を定めて、その達成度に応じて賃金額を決める        

目標は定めず、結果としての業績を評価して賃金額を決める      

なんともいえない    

　無回答            

⑦ 男女の社員間で評価結果の差の有無
（現在成果主義賃金のある企業＝100）

⑥ 評価に際しての家庭事情の考慮の状況
（現在成果主義賃金のある企業＝100)

図表Ⅱ－１－２－11－１　成果評価担当の管理職研修の実施状況
（現在成果主義賃金のある企業＝100、複数回答）

19.7

10.7

30.6

22.4

30.9

3.4

21.0

9.8

22.0

17.8

36.8

4.8

16.6

12.7

41.2

25.7

25.1

2.0

28.0

6.1

38.8

41.5

16.8

0.6

0 10 20 30 40 50 60

毎年実施している

数年おきに実施している

評価の内容や方法等に
変更があったとき実施している

初めて評価を担当する
こととなったとき実施している

特に実施していない

　無回答

％

規模計 30～99人 100～999人 1,000人以上

⑤ 成果評価担当の管理職研修の実施状況
（現在成果主義賃金のある企業＝100、複数回答)④ 成果主義賃金の概要

（成果主義賃金採用企業＝100、複数回答)

30.4

53.0

併せて

併せて

あわせて13.7 %

 
 

　　（注）　「必要でないと思う」と「それほど必要でないと思う」との合計である。

図表Ⅲ－２－16　今後不必要な手当
（今回調査）

41.0

9.5

27.0

48.5

22.1

46.6

31.6

2.6

21.1

43.6

16.7

5.1

0

10

20

30

40

50

60

70

配偶者への手当 子どもへの手当 住宅手当

％

合計 経営者 労組男性 労組女性

図表Ⅲ－２－16－２　今後不必要な手当
（前回調査）

54.8

37.5

46.2

53.6 52.9

36.0

41.3

57.1

38.6

63.1

18.7

27.1

0

10

20

30

40

50

60

70

配偶者への手当 子どもへの手当 住宅手当

％

図２６ 企業アンケート調査－今後不必要な手当

今後不必要な手当（今回調査）

今後不必要な手当（前回調査）
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図２８ 企業アンケート調査－中核的・基幹的職務

　　　　割合である。

　（注）　最大三つまで、中核的・基幹的な職務を選んで回答していただいたものであり、記入のあった職務数による

図表Ⅱ－１－３－14　「中核的職務」の男女比

49.5

56.1

13.6

58.1

39.5

56.5

22.0

19.5

19.1

26.7

25.5

24.3

11.2

8.3

25.4

8.2

18.7

9.3

9.1

20.4

3.7

10.3

7.3

7.2

6.5

20.3

5.8
4.8

2.2

4.9

0.4

0.2

0.7

0.6

0.1

0.6
0.6

1.0

0.5

0.4

0.5

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

　全　体

現業的職務

事務的職務

営業的職務

企画的職務

その他の職務

ほとんどが男性      男性が多い          男女同程度          女性が多い          

ほとんどが女性      なんともいえない    無回答

図表Ⅱ－１－３－15－１　「中核的職務」
　　　　　　　　　　　　で男性が多い理由

（男性の方が多いとされた「中核的職務」数＝100）
（複数回答）

30.9

24.7

21.8

19.7

22.8

40.2

25.1

23.2

18.5

18.3

13.8

11.3

13.6

34.5

32.6

12.3

30.4

23.7

20.3

24.3

28.6

14.3

15.5

9.7

42.4

65.0

18.8

17.4

20.5

21.2

0 20 40 60 80

資格の保有状況など
適格者の数が

男女間で違うから

時間的制約が
大きい職務だから

社員の希望する
割合が男女間で

違うから

その他

特に理由はない

％

　全　体 現業的職務 事務的職務

営業的職務 企画的職務 その他の職務

　
　　　　　　　　　　　　

　 　

① 「中核的職務」の男女比
② 「中核的職務」で男性が多い理由

（男性の方が多いとされた「中核的職務」数＝100)
（複数回答）

 

 

図表Ⅱ－１－３－16「中核的職務」における所定内給与の男女比

42.4

41.2

41.0

45.0

33.9

52.7

45.2

44.2

46.0

45.1

59.6

35.6

3.0

11.0

13.1

10.0

9.2

6.5

11.1
0.6

0.7

1.5

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

　全　体

現業的職務

事務的職務

営業的職務

企画的職務

その他の職務

男性の方が高い      男女ほぼ同じ        女性の方が高い      　無回答            

図表Ⅱ－１－３－16－２　男性の所定内給与が
　　　　　　　　　高い理由

（男性の方が高いとされた「中核的職務」数＝100、Ｍ．Ａ．）

50.3

36.9

32.5

30.8

24.7

9.9

39.9

38.2

34.8

46.1

18.9

11.3

68.7

34.1

28.3

9.0

29.5

6.9

57.5

39.4

26.2

26.3

28.3

8.5

51.6

27.7

40.8

7.5

24.8

8.9

50.6

32.4

43.4

13.3

36.3

13.0

0 20 40 60 80 100

役職者が多い

より質の高い仕事をしている

経験年数が長い

より困難な仕事をしている

業績が高い

その他

％

　全　体 現業的職務 事務的職務

営業的職務 企画的職務 その他の職務

図表Ⅱ－１－３－17　「中核的職務」に関連した
　　　　　　　　　　社内訓練・研修の実施状況

（回答のあった「中核的職務」数＝100）

16.2

19.3

9.1

17.3

8.0

13.8

50.3

50.0

47.7

49.7

62.7

47.3

21.7

17.2

29.9

23.1

24.2

27.9

9.3

11.0

8.0

8.3

3.8

9.5

2.5

2.5

5.4

1.6

1.3

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

　全　体

現業的職務

事務的職務

営業的職務

企画的職務

その他の職務

男性社員により多く実施している          男女社員同様に実施している              
女性社員により多く実施している          実施していない      
　無回答            

① 「中核的職務」における所定内給与の男女比 ② 「男性の所定内給与が高い理由
（男性の方が高いとされた「中核的職務」数＝100、M.A.)

③ 「中核的職務」に関連した社内訓練・研修の実施状況
（回答のあった「中核的職務」数＝100)

図３０ 企業アンケート調査－中核的職務
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図３１ 企業アンケート調査－役職者に占める女性の割合

図表Ⅱ－１－３－１　女性部課長クラスの存否

29.5

25.4

35.0

65.1

4.5

6.3

8.4

63.9

68.7

57.7

23.5

3.5

2.0

2.4

1.0

3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

規模計

30～99人

100～999人

1,000人以上

いる                ５年ほど前にはいたが今はいない          

以前からいない      　無回答            

　（注）ここ５年程度における変化を尋ねたものである。

図表Ⅱ－１－３－２－１　女性課長クラス員数の変化
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100）

30.6

20.2

41.1

59.3

42.0

49.1

34.5

25.1

10.7

9.3

12.7

10.1

16.7

21.4

11.7

5.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

規模計

30～99人

100～999人

1,000人以上

増えた              変わらない          減った              　無回答            

　

                                      　             

　（注）ここ５年程度における変化を尋ねたものである。

図表Ⅱ－１－３－２－２　女性部長クラス員数の変化
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100）

12.6

12.0

11.9

23.6

45.4

50.6

39.1

37.0

4.9

3.5

6.6

6.5

37.2

33.9

42.4

32.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

規模計

30～99人

100～999人

1,000人以上

増えた              変わらない          減った              　無回答            

① 女性部課長クラスの存否

② 女性部長・課長クラス員数の変化
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100）

部長クラス

課長クラス

 
 

図表Ⅱ－１－３－３－１　女性部課長クラス
　　　　　　　　　　　　　　　員数が増えた理由
（女性部課長クラス員数の増えた企業＝100）

10.6

9.2

69.9

26.3

2.4

5.2

6.7

9.2

2.2

59.7

23.3

2.7

6.9

9.9

13.7

13.8

78.5

26.5

2.6

3.1

4.5

3.5

20.9

79.4

38.7

0.6

5.9

2.3

0 20 40 60 80 100

ポストの数が増えた

女性社員の勤続年数
が長くなった

女性社員のうちで
適格者が増えた

女性社員を積極登用
する貴社の方針

その他

なんともいえない

　無回答

％

規模計 30～99人 100～999人 1,000人以上

図表Ⅱ－１－３－３－２　女性部課長クラス
　　　　　　　　　　　　　　員数が減った理由
（女性部課長クラス員数の減った企業＝100）

11.1

78.5

0.3

11.9

5.2

10.2

12.6

65.8

0.0

8.9

0.0

21.6

11.3

88.6

0.2

14.7

7.9

2.0

0.0

82.1

3.9

10.0

19.3

0.0

0 20 40 60 80 100

ポストの数が減った

役職者だった女性社員
が退職した

役職適格になる前に
退職する女性が多い

候補になり得る女性社員
がいない

その他

　無回答

％

規模計 30～99人 100～999人 1,000人以上

　（注）今後５年間程度における変化を尋ねたものである。

図表Ⅱ－１－３－５－１　今後の女性課長クラス員数の見通し
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100）

33.9

21.7

46.5

65.0

52.8

61.4

44.3

26.8

4.0

10.6

12.9

7.7

7.5

2.8

1.4

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

規模計

30～99人

100～999人

1,000人以上

増えるだろう        変わらない          減るだろう          　無回答            

③ 女性部課長クラス員数の増えた理由
（女性部課長クラス員数の増えた企業＝100）

④ 今後の女性の部長・課長クラス員数の見通し
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100)

　（注）今後５年間程度における変化を尋ねたものである。

図表Ⅱ－１－３－５－２　女性部長クラス員数の見通し
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100）

16.5

11.0

20.8

41.6

66.2

68.7

65.1

48.6

3.9

14.8

16.4

13.3

9.8

0.8

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

規模計

30～99人

100～999人

1,000人以上

増えるだろう        変わらない          減るだろう          　無回答            

部長クラス

課長クラス
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図３３ 企業アンケート調査
－勤務地・職種・勤務時間・キャリアコース等により

あらかじめ限定した社員制度を有する企業

図表Ⅱ－１－３－６　各種限定社員制度のある企業の割合

6.0

10.7

5.6

7.9

3.7

10.9

6.2

5.9

8.5

9.8

4.3

10.4

30.4

13.8

5.9

25.7

0 10 20 30 40 50 60

勤務地限定社員制度

職種限定社員制度

所定勤務時間限定社員制度

一般職社員制度

％

規模計 30～99人 100～999人 1,000人以上

各種限定社員制度のある企業の割合

 

 

（全企業＝100.0％）

42.3

49.3
52.0 53.0 51.9

46.7

55.0

25.3

33.1 34.3

41.1 39.9
38.1

43.6

11.4

15.8

20.5

25.5
22.7 23.6

30.0

4.3 5.1 6.6
10.2 10.7

13.7
17.0

6.3
4 .73 .82 .9

7 .0
7 .1

9 .5 11 .1

5.93.53.2
1.61.4

0.9
0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

平成元年度 平成４年度 平成７年度 平成10年度 平成12年度 平成15年度 平成18年度

（％）

規模計 5,000人以上 1,000～4,999人 300～999人 100～299人 30～99人

図３４ 規模別コース別雇用管理制度のある企業割合の推移

出所：厚生労働省「平成１８年女性雇用管理基本調査」
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　資料：JILPT「女性従業員の活用をめざした賃金・雇用管理の検討のための基礎調査」（30人以上企業調査）
　　(注）　総合職採用があり、その人数の記入のあった企業のみの集計である。

図１　平成20年春新規大卒採用における総合職に占める女性の割合別
企業の分布

37.5

15.8

10.9

6.5

14.4

5.2

9.8

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

10％以下 10％超
20％以下

20％超
30％以下

30％超
40％以下

40％超
50％以下

50％超
60％以下

60％超

② 平成20年春新規大卒採用における総合職に占める女性
の割合別企業の分布

平　　　　　　均 25.5 ％
中　　央　　値 20.0
第Ⅰ・10分位数 0.0
第Ⅰ・四分位数 0.0
第Ⅲ・四分位数 50.0
第Ⅸ・10分位数 60.0

　資料、注は、図１に同じ。

表　平成20年春採用新規大卒総合職に占める女性の割合別企業数分布特性値
（総合職採用のある企業）

① 平成20年春採用新規大卒総合職に占める女性の割合別企業数分布特性値
（総合職採用のある企業）

注は、下図に同じ。

図３５ 企業アンケート調査－総合職・一般職に占める女性の割合

図表Ⅱ－１－３－７　一般職社員の男女比
（一般職社員制度のある企業＝100）

45.4

40.3

54.3

30.4

23.0

23.7

18.8

39.2

9.0

5.9

12.0

11.3

7.7

10.7

5.6

1.0

8.4

14.6

10.7 7.5

3.5

8.2

0.9

3.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

規模計

30～99人

100～999人

1,000人以上

全員が女性である    ほとんどが女性である
男性に比べて女性がかなり多い            ほぼ男女同数である  
女性に比べて男性がかなり多い            ほとんど又は全員が男性である            
　無回答            

③ 一般職社員の男女比
（一般職社員制度のある企業＝100)

あわせて68.4％

（注） 総合職採用があり、その人数の記入のあった企業のみの集計である。

 


